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収　益　的　収　入　及　び　支　出

計

209,031

支出 (単位 ： 千円)

計

233,1981.簡易水道事業費用 △ 56

△ 561.営業費用

233,254

222,518 222,462

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計補正予算実施計画

款 項 目 既　決　予　定　額 備　考

収入 (単位 ： 千円)

1.簡易水道事業収益 209,088

2.営業外収益 86,016 85,959

2.他会計補助金 32,167

3.総係費 17,527

補　正　予　定　額既　決　予　定　額 備　考

32,110

款 項 目

△ 5617,583

補　正　予　定　額

△ 57

△ 57

△ 57
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(単位：千円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 19,441

減価償却費 128,290

資産減耗費 0

賞与引当金の増減額(△は減少) 10

法定福利費引当金の増減額(△は減少) 4

貸倒引当金の増減額(△は減少) 0

長期前受金戻入額 △ 53,798

受取利息及び受取配当金 △ 42

支払利息 2,676

未収金の増減額(△は増加) 0

未払金の増減額(△は減少) 0

小計 57,699

利息及び配当金の受取額 42

利息の支払額 △ 2,676

業務活動によるキャッシュ・フロー 55,065

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △ 3,941

国庫補助金による収入 0

工事負担金による収入 0

基金積立による支出 △ 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,983

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入 1,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 52,688

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,888

　資金増加額 194

　資金期首残高 44,574
　資金期末残高 44,768

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１　総括

２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たりの給与

区　分

職員数 給与費
法定福利費

(千円)
合　　計

(千円)
備　　考特別職

(人)
一般職

(人)
報　　酬

(千円)
給　　料

(千円)
手　　当

(千円)
計

(千円)

補正前 0 1 0 3,263 2,756 6,019 1,111 7,130

補正後 0 1 0 3,167 2,806 5,973 1,101 7,074

比　較 0 0 0 △ 96 50 △ 46 △ 10 △ 56

職員手当
の 内 訳

区　分　 扶養手当
(千円)

住居手当
(千円)

通勤手当
(千円)

管理職手当
(千円)

時間外等勤務手当
(千円)

期末勤勉手当
(千円)

児童手当
(千円)

退職手当負担金
(千円)

補正後 36 270 155 0 750 1,262 0 333

補正前 38 279 160 0 450 1,502

6

区　分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　　　　　明 備　　考

0 327

比　　較 △ 2 △ 9 △ 5 0 300 △ 240 0

昇 給 に 伴 う 増 減 分給　料 △ 96

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 96

そ の 他 の 増 減 分 50
扶養手当　△2千円、住居手当　△9千円、通勤手当　△5千円
時間外等勤務手当　300千円、期末勤勉手当　△240千円
退職手当負担金　6千円

区　　　　分 行　一　職 備　　　　　　考

給料　△96千円

手　当 50

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

補正後

平均給料月額(円) 263,100

平均給与月額(円) 301,500

平 均 年 齢 ( 歳 ) 33.00

補正前

平均給料月額(円) 263,100

平均給与月額(円) 301,500

平 均 年 齢 ( 歳 ) 33.00

給 与 費 明 細 書

- 5 -



　（２）　初任給

　（３）　級別職員数

　（級別の基準となる職務）

　（４）　特殊勤務手当　…　該当なし

学歴

高校卒

大学卒

備　　　　　考

補正後

補正前

高校卒

大学卒

188,000

220,000

188,000

220,000

区分 行　　一　　職　　(円)
一 般 会 計 の 制 度

行　　一　　職　　(円)

188,000 188,000

220,000 220,000

区　　　　分
行　　一　　職

級 職員数(人) 構成比(％)

補正後

１級

２級 1 100.00

３級

６級

計 1 100.00

４級

５級

補正前

１級

２級 1 100.00

３級

６級

計 1 100.00

４級

５級

区　　分

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

主　任 上席主幹
技師補

６級

主　事
主　事 主　幹 課長補佐

課長代理 課　長
技　師

主事補
技　師
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　（５）　期末手当・勤勉手当

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

１２月　(月分)

補正後 2.300 2.300 4.60 有

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
６月　(月分)

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60 有

補正前 2.300 2.300 4.60 有

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

3％～45％加算

区　　分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)
３５年勤続の者

(月分)
最 高 限 度

(月分)
その他の加算措置等

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　上

備考

支 給 率 等
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(単位：千円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 9,849

ロ 建 物 72,123

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,919 61,204

ハ 構 築 物 1,157,920

減 価 償 却 累 計 額 △ 184,702 973,218

ニ 機 械 及 び 装 置 193,122

減 価 償 却 累 計 額 △ 60,572 132,550

ホ 工具･器具及び備品 363

減 価 償 却 累 計 額 △ 327 36

有 形 固 定 資 産 合 計 1,176,857

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ エ ア 3,941

無 形 固 定 資 産 合 計 3,941

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 76,156

貸 倒 引 当 金 △ 0

投資その他の資産合計 76,156

固  定  資  産  合  計 1,256,954

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 44,768

(2) 未 収 金 8,833

貸 倒 引 当 金 △ 1,361 7,472

流  動  資  産  合  計 52,240

資    産    合    計 1,309,194

令和７年度 久米南町簡易水道事業会計予定貸借対照表

(令和８年３月３１日)
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　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ

215,845

固  定  負  債  合  計 215,845

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ

44,468

(2) 未 払 金 10,241

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 425

ロ 法定福利費引当金 82

引  当  金  合  計 507

流  動  負  債  合  計 55,216

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 567,624

長期前受金収益化累計額 △ 107,227

繰  延  収  益  合  計 460,397

負    債    合    計 731,459

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 599,748

資   本   金   合   計 599,748

7 剰      余      金

(1) 資  本  剰  余  金

イ 国 庫 補 助 金 0

ロ 他 会 計 負 担 金 0

資 本 剰 余 金 合 計 0

(2) 利  益  剰  余  金

イ 当年度未処理欠損金 22,014

利 益 剰 余 金 合 計 △ 22,014

剰   余   金   合   計 △ 22,014

資    本    合    計 577,735

負  債  資  本  合  計 1,309,194

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当年度より、簡易水道事業に地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物 7年

　　      構築物 15年

　　      機械及び装置 3年

　　　　　工具・器具及び備品 2年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      ソフトウェア 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　法定福利費引当金

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

　　　する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。

   (4)  退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決め

　　　により簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は全額一般会計において措置することとなっているため、水道

　　　事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　　　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込ま

    れる額は１３２，３１４千円である。

  ２　引当金取崩額

　 (1)　賞与引当金の取崩し

　　　  当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金４１５千円を取り崩す予定である。

　　　  当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金７８千円を取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　　久米南町簡易水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計に係る注記表
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補　正　予　算　内　訳　書
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令和７年度　久米南町簡易水道事業会計事項別明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収入 (単位 ： 千円)

款　項 目 既決予定額 補正予定額 計
節 備　　　考

区分 金額

△ 10　共済組合負担金

△ 57 　他会計補助金 △ 57

1.簡易水道事業収益 209,088 △ 57 209,031

85,959

2.他会計補助金 32,167 △ 57 32,110 1.他会計補助金

　2.営業外収益 86,016 △ 57

1.簡易水道事業費用 233,254 △ 56 233,198

　1.営業費用 222,518 △ 56 222,462

　住居手当

　期末手当

　通勤手当

3.手当 50 　扶養手当 △ 2

　一般職普通退職手当及び負担金 6

△ 140

　勤勉手当 △ 100

△ 9

　時間外勤務手当 300

5.法定福利費 △ 10

支出 (単位 ： 千円)

款　項 目 既決予定額 補正予定額 計
節 備　　　考

区分 金額

2.給料 △ 96 　給料 △ 963.総係費 17,583 △ 56 17,527

△ 5
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